
平成 年3月期　個別中間財務諸表の概要
小倉クラッチ株式会社 上場取引所 JQ

本社所在都道府県 群馬県
http://www.oguraclutch.co.jp/)

TEL(0277)54-7101(大代表)

決算取締役会開催日 中間配当制度の有無 有
中間配当支払開始日 単元株制度採用の有無 有 (１単元 1,000株)

１．17年9月中間期の業績(平成17年4月1日～平成17年9月30日)
(１)経営成績 (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

( ( △ (
( ( (

円 銭
(
(

(注) 17年9月中間期 株 16年9月中間期 株 17年3月期 株

売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(２)配当状況

円 銭 円 銭

(３)財政状態 (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

円 銭

(注) 17年9月中間期 株 16年9月中間期 株 17年3月期 株
17年9月中間期 株 16年9月中間期 株 17年3月期 株

２．18年3月期の業績予想(平成17年4月1日～平成18年3月31日)

円 銭 円 銭

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 円 銭

)

51

) 551

0722

※ 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料
発表日現在における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能
性があります。
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６．中間財務諸表等
①中間貸借対照表 (単位：百万円)

期　　別 

 科　　目
％ ％ ％

Ⅰ

1.  3,122   2,959   3,137  

2.  3,485   3,358   3,649  

3.  11,046   11,237   11,426  

4.  76   76   76  

5.  3,397   3,711   3,437  

6.  192  178  173

7.  529   628   497  

 21,851  62.4  22,148  61.9  22,397  62.2

Ⅱ       

1. ※1       

(1) ※2･3  1,643   1,663   1,589  

(2) ※2･3  1,473   1,490   1,442  

(3) ※2  1,763   1,621   1,763  

(4) ※2･3  720   854   775  

 5,600  16.0  5,630  15.7  5,570  15.5

2.  34  0.1  41  0.1  34  0.1

3.        

(1)  6,180   6,948   6,939  

(2)  1,345   996   1,047  

 7,526  21.5  7,945  22.2  7,987  22.2

 13,161  37.6  13,617  38.1  13,592  37.8

 35,012  35,766  35,989100.0 100.0 100.0

繰 延 税 金 資 産

建 物

投資その他の資産合計

そ の 他

有形固定資産合計

資 産 合 計

固 定 資 産

前事業年度の
要約貸借対照表

（平成17年3月31日現在）

前中間会計期間末

（平成16年9月30日現在）
金　　　　　額 構成比

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

構成比金　　　　　額金　　　　　額

そ の 他

売 掛 金

流 動 資 産 合 計

当中間会計期間末

受 取 手 形

た な 卸 資 産

有 価 証 券

（平成17年9月30日現在）
構成比

（資産の部）

固 定 資 産 合 計

機械及び装置

土 地

そ の 他

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投資有価証券
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(単位：百万円)
期　　別 

 科　　目
％ ％ ％

Ⅰ

1.  9,070   10,292   9,907  

2.  2,212   2,622   2,454  

3.  2,134   1,897   1,941  

4.  203   21   18  

5.  387   340   347  

6. ※4  782   611   636  

  14,790  42.3   15,786  44.1  15,305  42.5

Ⅱ         

1. ※2  4,896   5,134   4,772  

2.  185  225  471

3.  313   261   329  

4.  123  4  55

5. 20  20  20

6.  －   0   0  

  5,539  15.8   5,645  15.8  5,650  15.7

  20,330  58.1   21,431  59.9  20,955  58.2

        

Ⅰ   1,858  5.3   1,858  5.2  1,858  5.2

Ⅱ       

1.  1,798   1,798   1,798  

  1,798  5.1   1,798  5.0  1,798  5.0

Ⅲ       

1.  354   354   354  

2.  9,603  9,703   9,603
3.

 
756

 
42
  

712

  10,713  30.6   10,099  28.2  10,669  29.6

Ⅳ   542  1.6   818  2.3  941  2.6

Ⅴ  △ 230 △ 0.7  △ 240 △ 0.7 △ 235 △ 0.7

  14,682  41.9   14,334  40.1  15,033  41.8

  35,012   35,766  35,989負 債 ・ 資 本 合 計 100.0 100.0 100.0

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

資 本 合 計

固 定 負 債

資 本 準 備 金

利益剰余金

利 益 準 備 金

利益剰余金合計

資本剰余金合計

流 動 負 債 合 計

賞 与 引 当 金

中間(当期)未処分
利益

資本剰余金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

（資　本　の　部）

任 意 積 立 金

債務保証損失引当金

当中間会計期間末

（平成17年9月30日現在）（平成16年9月30日現在）

資 本 金

長 期 借 入 金

役員退職慰労引当金

そ の 他

退職給付引当金

繰 延 税 金 負 債

そ の 他

支 払 手 形

短 期 借 入 金

未 払 法 人 税 等

金　　　　　額

買 掛 金

流 動 負 債

前事業年度の
要約貸借対照表

（平成17年3月31日現在）

（負　債　の　部）

構成比金　　　　　額 構成比金　　　　　額

前中間会計期間末

構成比
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②中間損益計算書 (単位：百万円)
期　　別 

 科　　目
％ ％ ％

Ⅰ   17,334   17,962   35,464

Ⅱ ※1   15,401  88.8   16,788  93.5   32,043  90.4

  1,933  11.2   1,174  6.5   3,421  9.6

Ⅲ ※1   1,570  9.1   1,716  9.6   3,173  8.9

  362  2.1  △ 541 △ 3.0   248  0.7

Ⅳ          

1.  9    6    17   

2. 44 50 163

3.  196   142   183  

4.  19  269  1.6  43  242  1.3  51  415  1.2

Ⅴ        

1.  47    44    92   

2.  33  80  0.5  34  79  0.4  64  157  0.4

  551  3.2  △ 378 △ 2.1   506  1.4

Ⅵ ※2   －  －   0  0.0   0  0.0

Ⅶ ※3   2  0.0   154  0.9   10  0.0

  

549

 

3.2

 

△ 533 △ 3.0

  

496

 

1.4

 199    5    149   

 16  216  1.2 △ 169 △ 163 △ 0.9  56  205  0.6

  

333

 

1.9

 

△ 369 △ 2.1

  

290

 

0.8

  422    411    422  

  
756
  

 42
   

712
 

100.0 100.0

前中間会計期間

百分比 百分比金　　　　　額金　　　　　額
至　平成17年9月30日

前事業年度の
要約損益計算書

至　平成17年3月31日

売 上 原 価

売 上 総 利 益

営業利益又は営業損失(△)

自　平成16年4月 1日
至　平成16年9月30日
金　　　　　額 百分比

売 上 高

販売費及び一般管理費

100.0

そ の 他

受 取 利 息

そ の 他

支 払 利 息

為 替 差 益

受 取 配 当 金

当中間会計期間

自　平成17年4月 1日 自　平成16年4月 1日

法人税、住民税及び事業税

税引前中間(当期)純
利益又は中間(当期)
純損失(△)

特 別 損 失

特 別 利 益

営業外費用

営業外収益

経常利益又は経常損失(△)

中間(当期)未処分利
益

前 期 繰 越 利 益

中間(当期)純利益又
は中間(当期)純損失
(△)

法 人 税 等 調 整 額
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．資産の評価基準及び評価方法 有価証券
満期保有目的の債券 償却原価法(定額法)
子会社及び関連会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券
時価のあるもの 中間決算末日の市場価格に基づく時

価法(評価差額は全部資本直入法に
より処理し、売却原価は移動平均法
により算定しております。)

時価のないもの 移動平均法による原価法
なお、債券については償却原価法

デリバティブ取引 時価法
たな卸資産
製品及び仕掛品 先入先出法による原価法
原材料 移動平均法による原価法
貯蔵品 最終仕入原価法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法 有形固定資産
　定率法を採用しております。
ただし、平成１０年４月１日以降取得した建物(建物付属

設備は除く)については、定額法によっております。
　主な耐用年数は以下のとおりであります。
建　　物 ７～５０年
機械装置 １０年
なお１０万円以上２０万円未満の資産については、３年

間で均等償却する方法を採用しております。
無形固定資産
　定額法を採用しております。
ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内

における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用してお
ります。

長期前払費用
　定額法を採用しております。
なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっております。

３．引当金の計上基準 貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により回収不能見込額を計上しておりま
す。
　なお、当中間会計期間に計上すべき額はありません。

賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給

見込額に基づき計上しております。
役員退職慰労引当金

役員退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間
期末要支給額を計上しております。

退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産に基づき、当中間会計期間末に
おいて発生していると認められる額を計上しております。
数理計算上の差異については、各期の発生時における従

業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）による
按分額をそれぞれ発生の翌期より費用処理しております。
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債務保証損失引当金
債務保証等に係る損失に備えるため、被保証者の財政状

態を勘案し、損失見込額を計上しております。

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以
外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取
引に係る方法に準じた会計処理によっております。

５．重要なヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法
為替予約

為替予約について振当処理の要件を満たす場合は振当
処理を行っております。

金利スワップ
金利スワップについては、特例処理の要件を満たして

おりますので、特例処理を行っております。
②ヘッジ手段とヘッジ対象
・ヘッジ手段 デリバティブ取引（為替予約及び金

利スワップ取引）
・ヘッジ対象 外貨建売上取引に係る債権及び借入

金に係る金利
③ヘッジ方針
為替予約

為替予約は、将来の為替リスクを回避することを目的
としており、投機的な取引は行わない方針であります。

金利スワップ
金利の変動に伴うリスクの軽減を目的としており、投

機的な取引は行わない方針であります。
④ヘッジ有効性評価の方法
為替予約

為替予約は、リスク管理方針に従って米ドル及びユー
ロ建の外貨建債権残高の範囲内の金額で回収期日とほぼ
同一期日の為替予約契約を締結しており、予約の締結時
に当該予約を対象債権にそれぞれ振当てているため、そ
の後の為替相場の変動に対するヘッジの効果は完全に確
保されており、ヘッジ会計の要件を満たしております。
なお、中間決算日における有効性の評価は省略しており
ます。

金利スワップ
特例処理の要件を満たしているため、有効性の判定を

省略しております。
⑤その他リスク管理方法のうちヘッジ会計に係るもの

デリバティブ取引に関する社内規定に基づき取引を行っ
ております。

６．その他中間財務諸表作成のため
の基本となる重要な会計事項

消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

　なお、減損損失累計額については、改正後の中間財務諸表等規則に基づき当該資産の金額から直
接控除しております。

　当中間会計期間より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定
に関する意見書」（企業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準
の適用指針」（企業会計基準委員会　企業会計基準適用指針第６号　平成15年10月31日）を適用し
ております。これにより税引前中間純利益は141百万円減少しております。

固定資産の減損に係る会計基準
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額

15,242 百万円 15,583 百万円 15,497 百万円

※２ 担保資産 ※２ 担保資産 ※２ 担保資産

(1) 担保提供資産(工場財団根抵当権) (1) 担保提供資産(工場財団根抵当権) (1) 担保提供資産(工場財団根抵当権)

土地 734 百万円 土地 734 百万円 土地 734 百万円

建物 1,113 建物 1,157 建物 1,075

機械及び装置 1,472 機械及び装置 1,489 機械及び装置 1,441

その他 627 その他 667 その他 636

計 3,948 計 4,048 計 3,888

(2) 担保資産に対応する債務 (2) 担保資産に対応する債務 (2) 担保資産に対応する債務

長 期 借 入 金 260 百万円 長 期 借 入 金 260 百万円 長 期 借 入 金 260 百万円

一年以内に返済する
長期借入金を含む

偶発債務 偶発債務 偶発債務

信濃機工㈱ 100 百万円 信濃機工㈱ 100 百万円 信濃機工㈱ 100 百万円

ｵｸﾞﾗS.A.S. 1,357 ｵｸﾞﾗS.A.S. 1,348 ㈱ｴｰ･ｱｰﾙ･ｼｰ 10

( 9,800 千EUR) ( 9,800 千EUR) ｵｸﾞﾗS.A.S. 1,357

㈱ｴｰ･ｱｰﾙ･ｼｰ 10 ㈱ｴｰ･ｱｰﾙ･ｼｰ 10 ( 9,800 千EUR)

ｵｸﾞﾗｸﾗｯﾁ･ﾏﾚｰｼｱSDN.BHD. 45 ｵｸﾞﾗｸﾗｯﾁ･ﾏﾚｰｼｱSDN.BHD. 32 ｵｸﾞﾗｸﾗｯﾁ･ﾏﾚｰｼｱSDN.BHD. 39

( 1,554 千RM) ( 1,097 千RM) ( 1,330 千RM)

336 342 336

( 3,000 千US$) ( 3,000 千US$) ( 3,000 千US$)

受取手形割引高 2,680 百万円 受取手形割引高 2,900 百万円 受取手形割引高 2,650 百万円

300 800 800

※３ 圧縮記帳額 ※３ 圧縮記帳額 ※３ 圧縮記帳額

建物 9 百万円 建物 9 百万円 建物 9 百万円

機械及び装置 25 機械及び装置 25 機械及び装置 25
その他(工具器具備品) 1 その他(工具器具備品) 1 その他(工具器具備品) 1

計 37 計 37 計 37

※４消費税等の取り扱い ※４消費税等の取り扱い

同左

前事業年度末

（平成17年3月31日現在）

当中間会計期間末前中間会計期間末

（平成16年9月30日現在）

　上記金額は根抵当権に対応する金額でありま
す。

小倉離合機(東莞)有限公司

（平成17年9月30日現在）

下記の関係会社の金融機関借入金等に対して債
務保証を行っております。

下記の関係会社の金融機関借入金等に対して債
務保証を行っております。

下記の関係会社の金融機関借入金等に対して債
務保証を行っております。

　上記金額は根抵当権に対応する金額でありま
す。

　上記金額は根抵当権に対応する金額でありま
す。

小倉離合機(東莞)有限公司

直接減額方式による圧縮記帳額は、保険差益
の圧縮記帳額であり、その内訳は次の通りであ
ります。

小倉離合機(東莞)有限公司

債権譲渡した売掛
債権の残高

仮払消費税等及び預り消費税等は、相殺のう
え、金額的重要性が乏しいため、流動負債の
「その他」に含めて表示しております。

直接減額方式による圧縮記帳額は、保険差益
の圧縮記帳額であり、その内訳は次の通りであ
ります。

債権譲渡した売掛
債権の残高

債権譲渡した売掛
債権の残高

直接減額方式による圧縮記帳額は、保険差益
の圧縮記帳額であり、その内訳は次の通りであ
ります。
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（中間損益計算書関係）

※１ 減価償却実施額 ※１ 減価償却実施額 ※１ 減価償却実施額

有 形 固 定 資 産 370 百万円 有 形 固 定 資 産 382 百万円 有 形 固 定 資 産 815 百万円

無 形 固 定 資 産 1 無 形 固 定 資 産 2 無 形 固 定 資 産 3

※２ 特別利益の主要項目 ※２ 特別利益の主要項目

固定資産売却益 0 百万円 0 百万円

※３ 特別損失の主要項目 ※３ 特別損失の主要項目 ※３ 特別損失の主要項目

1 百万円 固定資産除却損 10 百万円 固定資産除却損 8 百万円

固定資産売却損 2 固定資産売却損 0
会 員 権 評 価 損 0 1
減 損 損 失 141

減損損失

至　平成16年9月30日

自　平成17年4月 1日自　平成16年4月 1日

前中間会計期間

投資有価証券売却
益

投資有価証券評価
損

投資有価証券評価
損

至　平成17年9月30日

　減損損失の算定にあたっては、当社は主に事
業所を単位として資産のグルーピングを行って
おります。

　なお、当該資産グループの回収可能価額は正
味売却価額により測定しており、回収可能価額
を正味売却価額により測定する場合の時価につ
いて、土地及び建物は不動産鑑定士による鑑定
評価額により、機械装置については合理的な見
積により、それぞれ算定しております。

至　平成17年3月31日

　当中間会計期間において、以下の資産グルー
プについて減損損失を計上しております。

前事業年度当中間会計期間

自　平成16年4月 1日

　当社第三工場で生産するマイクロクラッチの
うち、OA業界向け小型マイクロクラッチの価格
低下により収益性が低下したため、同製品を製
造する第三工場に係る資産グループを回収可能
価額まで減額し、当該減少額141百万円を減損損
失として特別損失に計上いたしました。減損損
失の内訳は、土地141百万円であります。

場所 用途 種類 
第三工場 

(群馬県桐生市) 
マイクロクラッチの

製造設備 
土地、建物、

機械装置等 
 

37



（リース取引関係）

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

自　平成16年4月 1日 自　平成17年4月 1日 自　平成16年4月 1日

至　平成16年9月30日 至　平成17年9月30日 至　平成17年3月31日

１． リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額及び中間期末残高相当額

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額及び中間期末残高相当額

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額及び期末残高相当額

取 得 価 額減価償却累中 間 期 末 取 得 価 額減価償却累中 間 期 末 取 得 価 額減価償却累期 末 残 高

相 当 額計額相当額残高相当額 相 当 額計額相当額残高相当額 相 当 額計額相当額相 当 額

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

機 械 装 置

3,484 2,305 1,179

機 械 装 置

2,831 1,768 1,062

機 械 装 置

3,183 2,205 977及び運搬具 及び運搬具 及び運搬具

そ の 他
213 173 39

そ の 他
131 94 37

そ の 他
216 175 40

合 計
3,698 2,479 1,218

合 計
2,962 1,863 1,099

合 計
3,399 2,381 1,018

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額

１ 年 以 内 457 百万円 １ 年 以 内 370 百万円 １ 年 以 内 400 百万円

１ 年 超 841 １ 年 超 787 １ 年 超 686

合 計 1,299 合 計 1,158 合 計 1,087

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支 払 リ ー ス 料 308 百万円 支 払 リ ー ス 料 242 百万円 支 払 リ ー ス 料 577 百万円

減価償却費相当額 274 減価償却費相当額 217 減価償却費相当額 512

支払利息相当額 20 支払利息相当額 14 支払利息相当額 37

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法 減価償却費相当額の算定方法 減価償却費相当額の算定方法

・ リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

・ 同　　左 ・ 同　　左

利息相当額の算定方法 利息相当額の算定方法 利息相当額の算定方法

・ リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。

・ 同　　左 ・ 同　　左
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（有価証券関係）

有　　価　　証　　券

前中間会計期間（平成16年9月30日現在）

子会社及び関連会社で時価のあるもの

該当事項はありません。

当中間会計期間（平成17年9月30日現在）

子会社及び関連会社で時価のあるもの

該当事項はありません。

前事業年度（平成17年3月31日現在）

子会社及び関連会社で時価のあるもの

該当事項はありません。

（１株当たり情報）

　中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しています。
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